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労働組合法の見直しについて（概要）

厚生労働省

１ 趣旨

労働委員会が行う不当労働行為審査制度は、労働者の団結権等に対する侵害か

ら迅速な救済を図るとともに、長期的に安定した労使関係を維持、構築する機能

を有する制度であるが、審査の長期化が著しいこと、救済命令に対する不服率・

取消率が高いこと等の問題が生じている。

また、司法制度改革においては、労働関係事件への総合的な対応強化の観点か

ら、労働委員会の救済命令に対する司法審査の在り方について、司法制度改革推

進本部の設置期限（平成16年11月30日）までに所要の措置を講ずることとされて

いる。

このため、審査手続及び審査体制の整備による審査の迅速化、的確化を図るた

めの労働組合法の改正を行うこととするものである。

２ 措置事項

(1) 計画的な審査

○ 労働委員会は、争点・証拠や審問回数等を記載した審査の計画を作成する

ものとすること。

(2) 迅速・的確な事実認定

① 公益委員が合議により証拠提出等を命ずることができるものとすること。

、② 労働委員会段階で証拠提出命令を受けても提出されなかった証拠について

取消訴訟段階で提出することができないものとすること。

(3) 中央労働委員会の審査体制の整備

① 救済命令の発出について、公益委員全員の合議によらず、原則として、複

数の公益委員で構成する小委員会の合議によるものとすること。

② 中央労働委員会が、地方労働委員会に対して研修、援助等を行うことがで

きるものとすること。

(4) 和解

○ 労働委員会が行う和解の法的効果について、所要の整備を行うこと。

(5) その他

○ 地方労働委員会の委員定数を条例により変更することができるものとする

等、地方労働委員会に関する規定の弾力化を行うこと。

３ 施行期日

原則として平成17年１月１日
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労 働 委 員 会 に つ い て 

 
 
１ 労働委員会の概要 
労働者の団結権等の保護、集団的労使紛争の解決を図るため、労働組合法

に基づいて設置された三者構成（公・労・使）の行政委員会で、その権限を

厚生労働大臣又は都道府県知事から独立して行使する。 
 
２ 労働委員会の種類 
（１）中央労働委員会  ・・・ 厚生労働省の外局 

委員 公労使 各１５人 

 

（２）地方労働委員会（47） ・・・ 都道府県の機関 

    委員 公労使 各１３人 ～ 各５人 
 
３ 労働委員会の主な事務                                                         
（１）不当労働行為事件の審査（調査、審問、命令） 
    新規係属件数 初審  ３９４件、再審査 ６６件（平成１４年） 
（２）集団的労使紛争のあっせん、調停、仲裁 
    新規係属件数 地労委 ５８９件、中労委 ４５件（平成１４年） 

（注）地方労働委員会は、自治事務として行う。 

 
【手続の流れ】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

当  事  者 

地方労働委員会 

中 央 労 働 委 員 会 

当  事  者 

中 央 労 働 委 員 会 

 
○全国的に重
要な問題に
係る事件 

○右以外の事件 

再審査 

地方労働委員会 

○１の都道府
県内の事件 

○２以上の都
道府県にわ
たる事件 

○全国的に重
要な問題に
係る事件 

○不当労働行為事件の審査 ○集団的労働紛争の調整（あっせん等） 



不当労働行為審査制度の概要について

１ 不当労働行為の禁止

労働組合法は、使用者が、憲法第２８条で保障された団結権等労働基本権

を侵害する行為を不当労働行為として禁止（第７条 。）

○ 不当労働行為の類型

・ 労働組合員であることを理由とする解雇その他の不利益取扱い

・ 正当な理由のない団体交渉の拒否

・ 労働組合の運営等に対する支配介入及び経費援助

・ 労働委員会への申立て等を理由とする不利益取扱い

２ 不当労働行為審査制度

労働委員会は、正常な集団的労使関係秩序を迅速に回復、確保するため、

労働組合等の申立に基づいて不当労働行為の事実の有無を調査、認定し、そ

の事実がある場合には、使用者に対し、復職、賃金の差額支給等の原状回復

を命ずる （第２７条 。。 ）



不当労働行為審査制度の現状 

 

（１）平均処理日数 

 

初 審 

（地労委） 

再審査 

（中労委） 

【参考】 

労働関係民事訴訟（地裁）

昭和４５年 

～４９年 

４７２日 ５１９日 － 

昭和６０年

～平成元年 

９４６日 ９６７日 ２８．８月 

（８６４日） 

平成１２年 

～１４年 

７８７日 １，５６６日 １３．０月 

（３９０日） 

 

 

 

（２）労働委員会命令に対する不服率、取消率 

○ 不服率 

 ① 初審命令        ７９．２％（平成12年～14年平均） 

 ② 再審査命令       ６３．９％（同） 

○ 取消率 

 ① 初審命令        ４５．９％（同） 

 ② 再審査命令       ３４．２％（同） 

【参考】行政事件訴訟全体の認容率 ２４．５％（平成14年） 



○ 司法制度改革審議会意見書（抜粋）
平成１３年６月

Ⅱ 国民の期待に応える司法制度
第１ 民事司法制度の改革
４ 労働関係事件への総合的な対応強化

○ 労働関係訴訟事件の審理期間をおおむね半減することを目標とし、
民事裁判の充実・迅速化に関する方策、法曹の専門性を強化するため
の方策等を実施すべきである。
○ 労働関係事件に関し、民事調停の特別な類型として、雇用・労使関
係に関する専門的な知識経験を有する者の関与する労働調停を導入す
べきである。

○ 労働委員会の救済命令に対する司法審査の在り方、雇用・労使関係
に関する専門的な知識経験を有する者の関与する裁判制度の導入の
当否、労働関係事件固有の訴訟手続の整備の要否について、早急に検
討を開始すべきである。

（前略）
特に、不当労働行為に対する労働委員会の救済命令に対し、使用者が

取消しの訴えを提起する場合に生じうるいわゆる「事実上の５審制」の
、 、解消など 労働委員会の救済命令に対する司法審査の在り方については

労働委員会の在り方を含め、早急に検討を開始すべきである。
（後略）

○ 司法制度改革推進計画（抜粋）
平成１４年３月

Ⅱ 国民の期待に応える司法制度の構築
第１ 民事司法制度の改革
４ 労働関係事件への総合的な対応強化
( ) 労働関係訴訟事件の審理期間をおおむね半減することを目標とし、Ⅱ1
の第１の１及び２並びにⅢの第２及び第３の３のとおり、民事裁判の充
実・迅速化に関する方策、法曹の専門性の強化等について、必要な対応
を行う。

( ) 労働関係事件に関し、民事調停の特別な類型として、雇用･労使関係2
に関する専門的な知識経験を有する者の関与する労働調停の導入を図る

、 、 。（ ）こととし 遅くとも本部設置期限までに 所要の措置を講ずる 本部

( ) 労働委員会の救済命令に対する司法審査の在り方、雇用・労使関係に3
関する専門的な知識経験を有する者の関与する裁判制度の導入の当否、
労働関係事件固有の訴訟手続の整備の要否について検討し、遅くとも本
部設置期限までに（注 、所要の措置を講ずる （本部及び厚生労働省）） 。

（ ） 。注 司法制度改革推進本部の設置期限は平成１６年１１月３０日


